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特別な三-ズを必要とする子どもの早期発見と早期支援に∋いての考察
- 幼稚園 乃保育所への特別支援学校のサポー トの在り万一
学校力開発コース (102209017) 門 脇 ゆ か り
特別支援教育の体制整備が進められる中,特別なニーズを必要とする子どもの乳幼児期
からの一貫した支援が重要とされ,早期発見 ｡早期支援が求められるようになってきた｡
しかし,幼稚園や保育所では,特別支援教育の体制整備や指導 ｡支援の内容や方法がまだ
周知されていないことから,特別支援教育の取り組みが遅れている｡本研究は,地方自治
体を中心とした連携体制が未整備の地域における特別支援学校のセンター的機能の充実と
支援の在り方について考察する｡
[キーワー ド ] 特別なニーズを必要とする子ども
特別支援学校のセンター的機能,
1 問題の所在と方法
(1) 問題の所在及び研究の背景
2007年より新たな制度としてスター トした特
別支援教育は,文部科学省 (以下,文科省と略)
の ｢特別支援教育体制整備状況調査 (図1)｣によ
れば,小中学校における校内委員会の設置や特別
支援コーディネーターの配置など基本的な支援体
制はほぼ整備されたが,幼稚園では依然として体
制整備に遅れが見られた｡
文科省の ｢特別支援教育の更なる充実に向けて
(2009))｣においては,｢幼児児童生徒一人一人の
教育的ニーズを把握し,それに対応した適切な指
導及び支援を行う特別支援教育の理念の実現に向
校内 実態把握 コ-ディ 悟別の 個別の 巡回相談 専門家 研修
委員会 ネ一夕- 指導計画 教育支援 チーム
計画
図1 幼稚園,小｡中学校,高等学校における特別
支援教育体制整備状況 (文部科学省2009)
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,早期発見 ｡早期支援 ,幼保小連携 ,
個別の支援計画 ｡守旨導計画
けては,早期からの教育相談や支援,就学指導の
充実を図ることを優先的に取り組むべき課題｣と
まとめている｡
山形県の特別支援学校の巡回相談でも幼稚園
と保育所からの支援依頼が増えてきている(表 1)｡
表 1 山形県における巡回相談の活用状況 (山形
県教育委員会 2010)
支援先 (件数) H20年度 H21年度 増減
幼稚囲 .保育所 20 65 +45
小学校 148 188 +40
中学校 44 52 +8
高等学校 21 20 -1
保育の現場では,年々特別なニーズを必要とす
る子ども(障害のある子ども,発達障害の可能性が
あり支援の必要性があるいわゆる気になる子ど
も)が増える中,判断の難しさや保護者の理解不足
のため適切な支援を行うことができない状況が多
く見られる｡この時期に適切な支援を受けられな
いと,就学後の学習面や生活面に様々な困難を抱
えてしまうことが多く了心身症や学校不適応や社
会不適応などの二次的不適応-の進展も見られ
る｡｣と小枝(2009)は述べている｡また気づきがあ
りながら,幼保小の連携に課題があり,適切な移
行支援をとれなかったため,小学校入学後の支援
体制を整えることができず,いわゆる ｢小一プロ
ブレム｣のような不適応状況を引き起こしている
場合も見られ,幼児期からの一貫した支援が望ま
れる｡
(2) 研究の目的
幼稚園や保育所で特別支援教育の状況や課題
を探り,特別支援教育の推進を図りながら幼保小
が一貫した支援を行うため,特別支援学校がセン
ター的機能として,どのような支援を行うことが
可能か考察する｡
(3) 研究の方法
① 先行研究や実践から,幼稚園や保育所の特別
支援教育推進の課題や方策を探る｡
② 幼稚園,保育所の現場や幼児の実態を把握す
るため,保育ボランティアや相談員として保育
の支援にかかわり,課題や必要な支援を調査す
る｡また特別支援教育の進んだ小学校で,幼保
小の連携の在り方や1年生の実態を調査する｡
2 先行研究の検討
(1) 国立特別支援教育総合研究所『発達障害支援
グランドデザインの提案』から
国立特別支援教育総合研究所 (以下,特総研と
略す)は,2006年と2007年のプロジェクト研究
として ｢発達障害のある子どもの早期からの総合
的支援システムに関する研究｣を実施した｡これは,
発達障害児の自立と社会参加を目的とし,国や地
方自治体が行うべき早期からの一貫した総合的な
支援の到達点をグランドデザインとしてまとめた
ものである｡その中に ｢就学前の発見と支援｣と
して,各種の健診による発達障害児の発見や適切
な支援のためのシステム作り,幼稚園の園内体制
の整備等13項目が提案されている｡発達障害のあ
る子どもの支援に関わる機関は,特に早期の場合
には多岐にわたることが多い｡そこで,一貫性の
ある効率的で利便性の高い行政を中心としたシス
テムの必要性が提言されている｡
(2) 早期発見について
笹森ら(2010)は,総合支援システム構築にあた
って ｢年少であればあるほど保護者にとっては,
障害の受容が困難｣と述べている｡また,特総研の
｢個別的な配慮 ･支援 ･工夫を要する幼児の発見
支援に関する調査 笹森ら(2010)｣によると,配
慮児に気づいた時期は保育中 (3歳児をピー クと
して4歳児保育時まで),保育担当者が気づくこと
が最も多い｡これは,軽度発達障害児の特性をあら
わす状態像である｢指示に従わない｣｢集団行動が
できない｣｢人と関わることが苦手｣｢動きが多く
落ち着きがない｣｢こだわりが強い｣が,家庭で母
親と過ごす時よりも,保育所の集団生活の中で顕
著になり,保育所で観察されやすいと分析されて
いる｡このことは,保育者が園での子どもの姿を
伝えても,保護者は,受容しにくく連携が図れな
いことにつながっている｡
そのため5歳児健康診断システムの導入が注目
されてきている｡鳥取県の取り組みでは,5歳児検
診をきっかけに発達障害に気づいたことで,現在,
学校や家庭での適応が良好である例や,家族の満
足度も高いことが確認されている(小枝,2009)0
しかし,｢医学的な妥当生やコスト面の問題,保護
者の理解促進の問題,就学時健康診断との関係等
整理すべき問題点がある｣と柘植(2009)が提言し
ている｡
(3) 幼稚園･保育所における特別支援体制
早期からの教育支援の在り方について,｢幼稚
園教育要領 (2008)｣と ｢保育所保育指針 (2008)｣
において,それぞれ示されたにもかかわらず,前
述のように(図1),幼稚園では取り組みが十分で
ない現状であり,保育所はデータがないが,さら
に低い状態であると予想される｡保育所はもちろ
ん,私立幼稚園にあっては必ずしも自治体の教育
委員会の行政的な管轄になっていないため,教育
委員会として十分な対応ができないことを反映し
ている｡従って,自治体レベルでの医療,保健,
教育,福祉等の統括 ･調整する体制の構築が望ま
れる｡
山形県鶴岡市は,平成 19年度より山形大学特
別支援教育臨床科学研究所と連携しながら体制整
備を推進してきた｡その中で,保育園･幼稚園を対
象に専門家チームの巡回相談や健診-の参加によ
る見極めと早期療育の推進,個別の支援計画の策
定と作成の支援,保育者-の研修会の設定など早
期支援体制を構築している｡その成果については,
三浦ら(2011)が示している｡
しかし,体制の整わない多くの地域にあっては,
幼稚園 ･保育所は,個々に特別支援学校や医療 ･
福祉などの専門的機関と連携を図りながら特別支
援教育の推進に向けて取り組んでいかなければな
らない｡特に社会的資源の少ない地域においては
特別支援学校がセンター的機能を発揮し,積極的
に支援していくことが求められる｡
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3 実践と結果 (明らかになったこと)
① 山形県A市B私立幼稚園
特別支援教育コーディネーターが,診断名をも
つ子どもに個別の支援計画を作成している｡
保育者が気になる子どもは年長 ｡年中とも在籍
数の5分の1を占め,保育者は自分達の見立てが
どうなのか不安を感じている｡巡回相談でチェッ
クを受けた,特に気になる子どもの保護者に専門
の相談機関を勧めたり,個別の支援を提案したり
するが,保護者になかなか受け入れてもらえない
状況があり,苦慮している｡就学時健診が保護者
になんらかの気づきを促すきっかけにならないか
と期待していたがチェックされず,現行の就学時
健診に疑問を抱いている｡
筆者が,集団参加の難しい子どもに認知特性を
生かした視覚支援を行ったところ,集団適応がか
なり改善された｡また,対象児に使用した視覚支
援が周囲の子ども達の興味をひき,ユニバーサル
デザインとして受け入れられた｡本圃は,オープ
ンスペースで自由保育行ってきたが,気になる子
どもの増加に環境とカリキュラムの見直しを検討
している｡
② 山形県A市立C保育所
巡回相談でチェックされた年長児に,筆者と担
任保育者で,個別の支援計画と指導計画を作成し,
卒園までの短期目標の達成に向けて取り組んでい
る｡気になる子どもの母親に支援が必要なことが
よくあり,保護者の理解を得ることがかなり難し
く,苦慮している｡
本園は､異年齢学級保育を行っている｡年少 ｡
年中クラスに年少のアスベルガーの子どもが在籍
している｡ルール理解が難しく,パニックになる
ことが多いが,他の子どもとトラブルになること
が少ない｡これは年中児が障害児の特性をまるご
と受け止め,担任のかかわり方を見て学び,その
子にあった適切なかかわり方をしているためと思
われた｡異年齢保育の効果と考えられる｡
③ 山形県D市E小学校
E小学校は校内体制が整備され,特別支援教育
が進んでいる学校である｡幼保小の連携について
は,就学時健診の結果をもとに,気になる子ども
に対しては,通園する幼稚園や保育所に直接出向
き,子どもの実態把握を行い,入学後の体制を整
えている｡幼児機関から個別の支援計画や指導計
画が引き継がれることは少ない｡
④ 山形県D市F小学校
市内の 10を超す幼稚園 ｡保育所から入学する
ため連携が難しい｡入学前に文書による情報の収
集を行っているが,保幼小の連絡協議会は5月と
10月で,入学前の引き継ぎ会や入学児の一日入学
を行っていない｡学区外からの入学も多く,就学
時健診を他校で行ってくるため,入学式で初め
て顔を合わせる子どももいる｡幼保小の連携に
関しては課題として考えているが,特別支援教
育に力を入れ,教育相談をベースにした学校の
支援体制や環境が整っているため,入学後の気
になるチビも達の学校-の適応状況はよい｡
4 考察
(1) 特別支援教育体制について
幼稚園においては,特別支援コーディネーター
の指名と園内委員会の設置,また幼稚園 ｡保育所
とも障害のある子どもに対して,個別の支援計画
と指導計画の策定と作成が示されているが,まだ
周知されていないため,取り組まれていないこと
が考えられる｡障害の理解や支援についての研修
会はあるものの,特別支援教育コーディネーター
研修会のような支援体制や文書作成についての研
修会が行われていないことにも原因があると思わ
れる｡個別の支援計画と指導計画の策定や作成に
関してのノウハウを特別支援学校は有しているの
で大いにサポートできる点である｡
(2) 早期発見について
気になる子どもの存在を意識しながらも,本人
の問題 (障害,個性,発達段階)なのか,周囲の
大人のかかわり方が影響しているのか見立てがつ
かず,迷いのうちに卒園を迎えてさせてしまうこ
とがある｡特別支援学校の巡回相談をもっと積極
的に活用してもらうようにと考える｡
専門機関での相談に保護者が抵抗を示すこと
に対しては,個別面談に至る前に,まず保護者会
などで発達障害についての啓蒙活動を行い,理解
してもらうことが大切である｡その際の講師や資
料の協力など,特別支援学校がサポー トできるこ
とである｡
(3) 早期支援について
今回,特別な支援が必要と思われる幼児の支援
にあたったが,思いの外短期間で行動の改善が見
られたケースがあり,早期支援の効果を感じた｡
それは,小学校に比べ,個別支援が行いやすく,
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また支援道具も使いやすいからと考えられる｡特
別支援学校のもっている支援の方法は,当然,小
中学校より幼稚園や保育所に向いている｡支援の
方法や支援の道具,環境 (物 ･人)作りなど参考
になると考える｡
(4) 幼保小の連携に関して
幼保の保育者は,引き継ぎや申し送りしたこと
を小学校サイ ドが重要な情報として活用してくれ
ているのか疑心暗鬼な思いをもっていることが感
じられた｡幼保小の連絡協議会で得た情報が確実
に次の担任に伝わるように,文書での引き継ぎが
効果的であると思われる｡しかし,伝えたい情報
と必要な情報にずれがあったので,一貫した支援
を行うために幼保小の特別支援教育コーディネー
ターの共通理解を図ることが大切であると感じた｡
その際,文書作成の負担を少なくするために,診
断のある子どもは個別の支援計画や指導計画を活
用することを前提にし,互いにより活用しやすく,
つなぎやすい様式を検討することが必要である｡
また,診断名をもっていないが,入学後不適応を
おこしそうな子どもに対しては,どのような引き
継ぎが有効か検討することも重要である｡両方の
立場を知る特別支援学校がフアシリテ一夕-とし
て会をコーディネー トすることが考えられる｡
5 到達点と課題
(1) 研究に関する到達点
これまでの研究及び調査の結果から,特別支援
教育における早期発見 ･早期支援の重要性と幼児
教育機関における推進の課題が明確になった｡ さ
らに特別支援学校がセンター的役割を果たすため
にどのようなサポー トができるか検討ができた｡
次年度それを実践していくにあたって,以下の
ことを課題として取り組んでいきたい｡
(2) 2年次に向けての課題
幼稚園や保育所に,特別支援学校のセンター的
機能や業務が十分に周知されていないことを感じ
た｡夏季休業中のボランティア活動で訪問する幼
稚園や保育所を広げ,理解を図っていくことが大
切と考える｡
幼稚園や保育所が特別支援教育を推進するに
あたって,必要な内容を発信すると共に,衷める
支援のニーズを捉えて研修会を開くなど, 双方向
の連携を図りながら支援を行っていく｡
幼保小の特別支援教育コーディネーターの連
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携については,モデル的に1小学区の連携をコー
ディネートし,いずれは他機関ともネットワーク
がつながるように,その事例を広めていくように
していきたい｡
また,校内においては,幼稚園や保育所で求め
る支援に助言や援助ができるように,特別支援学
校教員としての専門性を高めていくことと巡回相
談に出やすい校内の体制を整えることが大きな課
題となる｡
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